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2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震(Mw=9.0)は，東京湾臨海部の埋立地や利根川流域に

深刻な液状化被害をもたらした．将来の地震における再液状化の可能性も考慮して，本地震で生じた液状

化被害を定量的な情報として記録し，防災へ役立てていくことは極めて重要である．この地震を受けて，

Konagaiら 1)は，千葉県沿岸部を対象に航空レーザー測量から得られた地震前後の数値表層モデル(DSM)の

標高変化から地殻変動成分などを除去し，液状化に起因する地盤沈下量を示した液状化沈下マップを整備

した．本研究では，同様の手法を用いて京浜工業地帯を含む東京湾岸西部の液状化沈下マップを作成した．

また，地震後に現地で実測された地盤沈下量と比較を行うことで，沈下マップの精度検証を行った． 
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1. はじめに 

 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震

(Mw=9.0)は，東京湾臨海部の埋立地を中心に深刻な液状

化被害をもたらし，その面積は 42km2にも及ぶとされて

いる 2)．液状化がもたらした被害として，戸建て住宅の

沈下傾斜，地盤沈下とそれに伴う杭の抜け上がり，道路

の路面変状，下水道の管路・マンホールの被害などが挙

げられる 3)．中でも地盤沈下は，ライフラインの寸断や

水害の長期化 4)など，長期に渡る問題を引き起こすこと

が知られている．将来の地震における再液状化の可能性

も考慮して，過去に生じた被害を定量的な情報として記

録し，将来の地震防災へ役立てることは極めて重要であ

ると考えられる． 

この地震を受けて，Konagaiら 1)は千葉県沿岸部を対象

として航空レーザー測量を実施し，地震前後の

DSM(Digital Surface Model)を比較して得られた標高変化か

ら地殻変動成分や計測機器由来の系統的な誤差を除去し，

浦安市から千葉市に至る液状化沈下マップを整備した． 

一方，東京湾岸西部にも戦後に造成された埋立地が多

数存在しており，千葉県沿岸部と同様に液状化の発生が

確認されているが，地盤沈下の実態は明らかになってい

ない．  

そこで，本論文では Konagai ら 1)と同様の手法を用い

て，図-1 に示す神奈川県川崎市沿岸部および東京都江

東区沿岸部を対象に，航空レーザー測量を実施し液状化

沈下マップを整備した．また，地震後に現地で実測され

た地盤沈下量を用いて沈下マップの精度検証を行った． 

 

図-1 本研究の対象とする地域 

 



 

 2 

2. 航空レーザー測量の概要 

  

航空レーザー測量(Air-borne LiDAR)は，航空機に搭載

したレーザー計測装置からレーザーを照射し，対象地域

の地形・地物を空中から計測する手法である．本システ

ムは，空中 GPS 受信装置と走査式光線測距儀（レーザ

ースキャナ），慣性航空装置，動揺計測装置(IMU)と加

速度計，地上 GPS 基準局で構成されおり，航空機から

照射されたレーザーが反射して戻ってくるまでの時間と，

機体の位置・姿勢情報からDSM(Digital Surface Model)と呼

ばれる地形モデルが得られる．表-1 に本研究で実施し

た航空レーザー測量の概要を示す．なお，航空レーザー

測量は朝日航洋株式会社により実施された． 

 

 

3. 液状化に起因する地盤沈下量の抽出 

 

液状化沈下マップは、液状化に起因する地表面の標高

変化を広域に渡り定量的に表現したものである．地震前

後の標高変化量は，地震前後のDSM(Digital Surface Model)

を比較することで求められるが，得られた標高変化量に

は液状化に起因するものだけでなく，地殻変動成分等が

含まれるため，単純な比較を行うことはできない．実際

に，東北地方太平洋沖地震によって宮城県・女川町江島

の二等三角点「江ノ島」で最大水平変動量 5.85m，石巻

市鮎川浜の電子基準点付属標「牡鹿」で-1.14m の最大鉛

直変動量が記録されている 5)．本論文が対象とする対象

にほど近い神奈川県川崎市に設置された電子基準点「神

奈川川崎」においても，東方へ約 25.5cm の水平変動量

が観測されている 6)． 

また，航空レーザー測量の計測精度は，GPS衛星の配

置や電離層の状態などによって異なる．一般に，各要素

を複合させたシステム全体の標高誤差は±15cm と言わ

れている 7)．また，水平精度は航空機の対地高度に依存

し，一般に対地高度の 1/3000と言われている 8)．その他

にも，DSM には様々な系統的な誤差が複雑に介在して

おり，それらを個別で排除することは困難である． 

そこで、Konagaiら 1)は、液状化による地盤変形が主と

して軟弱な表層地盤内で生じることに着目し，液状化よ

る地盤沈下の影響を受けないと考えられる先端支持杭を

基礎とする建物を基準として，液状化に起因する標高

変化を抽出するテンプレートマッチング手法を提案して

いる．また，水平方向の較差を検出する手法として，傾

斜した屋根の鉛直変位から水平変位量を算出する手法を

提案している． 

本研究では、Konagaiら 1)が提案したこれらの手法を用

いて，地震前後の DSM のテンプレートマッチングを試

みた．以下に詳細を記す． 

 

(1) 鉛直較差の補正 

液状化の影響を受けない先端支持杭を基礎とする建物

の屋上を不動点としてテンプレートマッチングを行うこ

とで，液状化に起因する地盤沈下量を抽出できる．そこ

で，対象地域内にある平坦な屋上面を有する杭基礎構造

物や首都高速道路高架部の路面を用いてテンプレートマ

ッチングを行った． 

図-2 に得られた鉛直較差と計測箇所を示す．川崎地

区においては，5cm を超えるような大きな鉛直較差は見

られないが、川崎航路を境に扇島・東扇島地区と浮島地

区では鉛直較差に不連続な差異が認められる．そこで，

川崎航路を境に，東西で異なる鉛直較差の補正を行った．

扇島・東扇島においては，地域内のテンプレート点群で

観測された標高変化の平均値-0.008(m)を補正値とした．   

一方，浮島においては，地域内の一箇所のみで観測さ

れた標高変化量-0.102(m)を補正値とした．以上の手順に

よって得られた補正値を，地震後の DSM から差し引く

ことで鉛直較差の補正を行った． 

なお，図-2に示した杭支持構造物の標高変化は一様で

表-1 航空レーザー測量の概要 (（株）朝日航洋実施 ) 

地区 計測日 
分解能 

(points/m2) 

飛行高度 

(m) 

川崎市 

沿岸部 
2014年 9月 23日 5.2 600 

江東区 

沿岸部 
2014年 10月 24日 5.2 1600 

 

 

図-2a 川崎市沿岸部における鉛直較差分布 

 

図-2b 江東区沿岸部 

図-2 各対象地域において観測された鉛直較差 
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なく偏りが見られるため，回帰平面などを用いて地域内

の鉛直較差を表現することが望ましいと考えられる．し

かし，テンプレート点群は，首都高速道路湾岸線と並行

するように線状に分布しており，回帰平面を構成するた

めの十分なテンプレートポイントを得ることが困難であ

ったため，暫定的な措置として上記の補正を行っている． 

 江東区沿岸部においては，地震後の屋上標高は地震前

と比べて一様に上昇している．そこで，得られた標高変

化の平均値+0.080(m)を補正値とし．地震後の DSM から

差し引くことで鉛直較差補正を行った． 

 

(2) 水平較差の補正 

図-3 に示した場所において，三角形状の屋根を有す

る先端支持杭を基礎とする建物を用いて水平較差の算出

を試みた．  

図-4に得られた水平較差を示す．川崎地区においては，

得られた水平較差はばらついているが，特に水平較差の

大きい建物が位置する場所は，噴砂が確認された場所 9)

や護岸付近であり，液状化や側方流動が発生した可能性

も否定できない． 

 同様に，江東区沿岸部においても，水平較差は偏りな

くばらついているが、液状化被害報告書 10)に基づいて液

状化が推定される地域の建物と護岸付近の建物を除外し、

非液状化地盤上に存在すると考えられる I・J・Lの 3点

に着目すると、平均水平較差の値は東西方向に-4.4cm

（東向きを正とする），南北方向に-1.5cm（北向きを正

とする）と小さい． 

以上から，得られた水平較差の値は小さく，また明瞭

な傾向が得られなかったことから，本研究では水平較差

の補正を行っていない．なお，既往の研究 1)と比べて水

平較差の値が小さいのは，東北地方太平洋沖による地殻

変動を考慮した新たな測地基準系（JGD2011）の適用に

よるものと考えられる． 

 

 

4. 液状化沈下マップの作成 

 

 以上に述べた較差補正によって得られた液状化沈下マ

ップを、図-5 と図-6 に示す．なお、新規建造物や車両

による標高変化を避けるため，1.0m より大きな標高変

化は除外してある．  

 
図-3a  川崎市沿岸部 

 

 
図-3b 江東区沿岸部 

 

 
図-4a  川崎市沿岸部 

 
図-4b 江東区沿岸部 

 

図-3 各対象地域において水平較差補正算出に用いた建物 

図-4 各対象地域における水平較差 
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図-5 川崎市沿岸部(扇島・東扇島・浮島)の液状化沈下マップ 

 

 

図-6 江東区沿岸部の液状化沈下マップ 

 

図-7 江東区沿岸部の埋立地の変遷 11) 
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図-5 は，川崎市沿岸部の埋立地（東扇島・扇島・浮島）

の液状化沈下マップである．地域内全域で液状化による

沈下が見られるが、一部のコンビナート施設においてオ

イルタンク周辺では沈下量が比較的小さい．このような

地盤沈下量の差異は，液状化対策の有無に起因するもの

と考えられる． 

 図-6 は，東京都江東区沿岸部の液状化沈下マップで

ある．得られた沈下マップは，江東区沿岸部の東側の地

域で大きな地盤沈下が生じたことを示している．また，

新木場地区では、狭い範囲の中で地盤沈下が生じている

箇所とそうでない箇所が混在しているが，図-711)に示さ

れるように大きな地盤沈下が生じた箇所は造成時期が新

しく，埋立年代によって液状化被害が大きくことなるよ

うである． 

 

 

5. 液状化沈下マップの精度検証 

 

 筆者らは，2016年 2月 19日に江東区沿岸部を対象に，

メジャーやレーザーレベラーを用いて地盤沈下量を実測

した．そこで，沈下マップから得られた沈下量と，現地

で実測した沈下量の比較を行うことでマップの精度検証

を行った．なお，液状化による沈下量は，図-8 に示す

箇所で筆者らが計測した杭基礎構造物等の不動点と周辺

地盤の較差としている．図-9 に示すように，沈下マッ

プから得られた沈下量と，現地において計測された沈下

量の差の平均値は 1.3cmであり，標準誤差は 4.9cmであ

った． 

また，福武ら 12)は地震発生から数日後に図-10 に示す

新木場・辰巳地域の 38 箇所において地盤沈下量を実測

している．そこで，植生や人工的な地形改変の影響を受

けていない 32箇所を選定し，精度検証に利用した．図-

11 に示すように，新木場・辰巳地区における沈下マッ

プから得られた沈下量と，実測値の差の平均値はそれぞ

れ，1.5cm，11.9cm であり，標準誤差は 2.1cm，2.0cm で

あった．新木場地区においては沈下マップと実測値の傾

向は概ね一致するが，辰巳地区においては沈下マップと

実測値のばらつきが大きく，また最大で 20cm 程度の標

高上昇も見られる．沈下マップ上で標高が上昇した地点

では，液状化の発生が確認されている 10)ことに加えて，

人工的な地形改変が行われた可能性も低い．辰巳地区に

は鉛直較差補正に用いたテンプレート点が存在しておら

ず，このような地域では鉛直較差補正が適切でないこと

が考えられる．沈下マップの精度向上に向けて，地震前

後で標高が変化しないと考えられる首都高速道路の路面

をテンプレート点群に追加するなど，鉛直較差補正の見

直しが必要と思われる． 

 

 

6. まとめと今後の展望 

 

航空レーザー測量から得られた地震前後のDSMを比

較し，得られた標高変化から地殻変動成分や計測機器由

来の系統的誤差を除去することで，京浜工業地帯を含む

東京湾岸西部の液状化沈下マップを作成した．さらに，

 

図-8 現地調査における地盤沈下量計測箇所 

 

図-9 沈下マップと実測沈下量の比較 

 

図-10 既往の調査 12)における地盤沈下量計測箇所 

 

図-11 沈下マップと実測沈下量の比較 
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地震後に現地で実測された地盤沈下量と比較を行うこと

で，沈下マップの精度検証を試みた．その結果，作成し

た沈下マップは，液状化被害報告書や現地で計測された

地盤沈下の実態と概ね整合するが，その精度は地域によ

って大きく異なることが示唆された．特に，鉛直較差補

正に用いた不動点のない地域において，実測沈下量とマ

ップから抽出した地盤沈下量の差が大きく，鉛直較差補

正に用いるテンプレート点の追加や，地域ごとに異なる

鉛直較差補正を行うなど，マップ精度の向上に向けた取

り組みが必要である． 
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Soil subsidence map for the west part of Tokyo Bay area liquefied in the March 11th, off 

the Pacific coast of Tohoku Earthquake 

 

Kazuhiro KAJIHARA, Kazuo KONAGAI and Takashi KIYOTA 

 
On March 11th, 2011, a gigantic earthquake of moment magnitude Mw 9.0, which is officially named 

“The 2011 Off the Pacific Coast of Tohoku Earthquake”, caused severe liquefaction damage over the 

long stretch of reclaimed lands along the coast of the Tokyo Bay. In response to this earthquake, liquefac-

tion-induced soil subsidence map for the eastern part of Tokyo Bay area was immediately prepared by 

comparing a set of Digital Surface Models before and after the earthquake, and subtracting tectonic dis-

placement. In this study, soil subsidence map is further extended to cover the west part of Tokyo Bay area 

and compared with ground subsidence measured just after the earthquake. 


